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Ⅰ 政務調査費の概要

1 制度の目的 ･経緯

地方分権一括法の施行により､地方公共団体の自己決定権､自己責任が

拡大する中で､地方議会が担 う役割は､ますます重要なものとなっている｡

このような中にあって､議会の活性化を図るためには､その審議能力を

強化 していくことが必要不可欠であり､議員の調査活動基盤の充実強化を

図る観点から､地方自治法によって､政務調査費交付の制度が平成 13年

4月 1日から設けられたo

この政務調査費は､条例の定めるところにより､議員の調査研究に資す

るために必要な経費の一部として､議会における会派及び議員に対 して交

付されるものである｡

2 政務調査活動

議会の役割が執行機関が行 う施策の評価及び監視並びに政策の立案と考

えられることから､以下の諸活動を政務調査活動とする｡

① 会派､議員が県政の課題､議会で審議する案件について行 う調査研究

及び情報収集のための活動

② 会派､議員が政治家､行政関係者又は民間の団体等との意見交換及び

それらの者から情報収集を行 うための摘勤

③ 会派､議員が住民からの要望及び意見の聴取､並びに住民との意見交

換のために行う活動

④ 会派､議員が住民に対して行 う広報活動

⑤ その他､政務調査に関する活動

【根拠法】

地方自治法第100条 (抜粋)

第14項 普通公共団体は､条例の定めるところにより､その議会の議員の

調査研究に資するため必要な経費の一部として､その議会における会派又

は議員に対し､政務調査費を交付することができる｡この場合において､

当該政務調査費の交付の対象､額及び交付C7)方法は､条例で定めなければ

ならない｡

第15-頃 前項の政務調査費の交付を受けた会派又は議員は､条例の定める

ところにより､当該政務調査費に係る収入及び支出の報告書を語長に提出

するものとする｡
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Ⅱ 条例及び規程の概要

政務調査費に係る条例 ･規程の主な概要は以下のとおりである｡

声 交轡 象 禦 禦 聖 1

高知県議会の会派 (所属議員が1人の場合

及び議員の職にある者に対し交付するo

政務調査費の額等(条例第3

i iii 言 ii

WMM M I

1 会派分 ･月額 14万円×月の初日における会派の所属議員数

2 議員分 :月の初日に在職する議員 1人につき月額14万円

会派の届出 (条例第5条)〔様式 .規程第 2条〕

1 会派は､代表者及び政務調査費経理責任者を定め､会派結成届を議長

に提出しなければならない｡

2 会派結成届の内容に異動が生じたときは､会派異動届を､会派が解散

した場合には､会派解散届を議長に提出しなければならない｡

会派等の通知及び交付等の決定 (条例第6条･第7条)

議長は､毎年度4月5日までに､会派結成届

調査費の交付を受ける議員を知事に通知しなければならない0

2 年度途糾 こおいて､会派結成届､会派異動届若 しくは会派解散届が提

出されたとき､又は議員の異動が生じたときは､その旨を知事に通知 し

なければならない｡
3 知事は､通知を受けた会派及び議員について､政務調査費の交付等の
決定を行い､その旨を当該会派の代表者及び議員に通知しなければなら
※交付方法の詳細 〔p23-P26〕

一山MN…山仙MMMNm 】



政務調査費の請求及び交付 (条例第8条)
憂 国 匡 憂 璽 _

1 会派の代表者及び議員は､交付決定通知を受けた後､転四半期の最初喜
の月の14日までに､当該凹半期に属する月数分の政務調査費を知事に

請求する｡2知事は､会派の代表者又は議員の請求に基づき､政務調査費を交 付す
る｡

※ 交付方法の詳細 〔p23-P26〕

政務調査費の使途 (条例第9条､規程第5条)

会派及び議員は､

なければならない｡

※ 使途基準の詳細 [p5-P22〕

収支報告書 (条例第 10条､規程第6条)〔様式 .規程第6条〕

会派の代表者及び諮員は､政務調査費に係る収支報告書を､政務調査

費の交付を受けた翌年度の4月30巨]までに議長に提出しなければな

らない｡

2 収支報告書を提出するときは､次に掲げる書類を添付しなければなら

ない｡

日 政務調査費の支出に係る領収書その他の証拠書類

2)主要な調査研究に係る活動の内容を記載した書類∪ ぷ 聖霊慧悪霊芸霊芝這賃孟霊芝書芸冨慧芸讐 芸芸の写し
※ 収支報告書の詳細 〔p27-P28〕

調 査 (条 例 第 1 1条 )

収支報告書及び第10条第4項各号に掲げる書類

｣

ド｢収支報

芳書等｣という｡)が提出されたときは､政務調査費の適正な運用を期すた

め､必要に応じ調査を行う

戸 車

ものとする｡

告 書 等 の写しの送付 (条例第12条)
】議長は､提出を受けた収支報告書等の写



政務調査費の返還(条例第13条)

知事は､会派又は議員がその年度において交付を受けた政務調査費の総額

から､当該会派又は議員がその年度において行った政務調査費の支出の総額

を控除して残余がある場合､当該残余の額に相当する額の政務調査費の返還

を命ずることができる｡

収支報告書等の保存及び閲覧(条例第 14条､規程第8条)

1 収支報告書等の保存期間は､5年間とするO
m M…MM山一…山MMーNl

岳

2 何人も､議長に対し､保存されている収支報告吾等の閲覧を請求でき

る｡

3 収支報告書等の閲覧は､提出期限の末日の翌日から起算して60日後

の翌日から指定する場所で､執務時間剰 こすることができる｡
4 議長は､閲覧の請求があったときは､収支報告書等に記載されている

情報のうち､高知県情報公開条例第6条第 1項各号に掲げる情報を除い

たものを閲覧に供する

証拠害=類等の整理保管 (規程第

仙二 ■曇

会派の政務調査費経理責任者及び活員は､政務調査費の支出について

計帳簿を調製し､その内訳を明確にするとともに､証拠書類等を整理保

うえ､これらの書類を5年間保存しなければならないo

※ 証拠書類等の整理保管の詳細 〔p3o〕



Ⅲ 使途基準

1 使途基準

政務調査費は､｢議員の調査研究に資するために必要な経費の--部｣(也

方自治法第 100条第 13項､条例第 1条)として､会派及び議員に交付

されるものであり､その使途基準は､条例 (第9条)に基づき､規程 (第

5条)で定められている｡

規程の使途基準は､政務調査費の使途項目及び内容の基本を定めたもの

であるが､政務調査費の使途の明確さと透明性を更に高めるために､次の

とおり運用の指針を定める｡

2 運用の指針

政務調査費の執行に当たっては､次に掲げる項目に留意のうえ､会派 (読

員)の各々の責任において､適切に取り扱うものとする｡

･政務調査が目的であること

･政務調査活動の必要性があること

･政務調査活動に要した金額や調査方法等に妥当性があること

･政務調査精勤に要した支出についての説明ができるよう書類等が整備

されていること

(1)基本的な運用指針

① 実費支出の原則

政務調査費は､会派又は議員の自弓岩的な意思に基づき行われる政務

調査活勤に要した経費のJEi範に充当するものであることから､社会通

念上許容される範囲内の実費 (実績)を支出することが原則であるU

ただし､実費の把握や領収書等の徴収が困難な場合には､実費支出

の例外として取り扱 うことができるものとする｡

② 按分による支出

ア 会派及び議員の活動は多面的であり､政務調査括勤とその他の活

動 (議会公務 ･政党 ･選挙 ･後援会 ･私事)が混在しているケース

の場合には､政務調査活動とそれ以外の活動とに区分する必要があ

るが､経費の区分が困難である場合は按分が必要となる0
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イ 按分が必要となる使途項目としては､特に政務調査活動の実施に

必要な共通経費である事務所費､事務費そして人件費などが対象と

なる｡

ウ 適用する按分比率は､会派又は議員の活動実態によって異なるの

で､会派及び議員の責任において､それぞれの業務の従事割合等に

応 じ､合理的に説明できる比率を決めて用いるものとするo

(2)項目別の運用指針等

特に政務調査費から支出できる範囲や額が問題となる個別の使途項目

については､運用の指針となる考え方等について定めているo

なお､｢政務調査費を充当できる具体的な経費の例示｣や ｢政務調査費

から支出するのに適しない例｣等についても､-賢として定めている｡



自室
別運用指針

(1)委託費

会派 (議員)が必要とする調査研究等の業務を議員以外の個人､又は

団体等に委託した場合に充当できるものとするO

なお､委託業務の内容が明確となる事項を記載した見積書を徴 し､委

託業務終了後は､成果物とともに保管しておくものとする｡

(2)旅費 (交通費 ･宿泊費等)

旅費に政務調査費を充当する場合には､｢高知県議会議員の議員報酬､

費用弁償及び期末手当に関する条例｣第3条第 1項に規定する旅費 (以

下､｢県の旅費規定に基づく旅費額｣という｡)を準用するものとし､具

体的には以下のとおりとするく)

なお､旅費に政務調査費を充当した場合には､政務調査活動記録簿に

活動内容等を記載するものとする｡

① 交通費-の充当

ア JR､私鉄､バス､地下鉄､モノレ-ル､7ェリー一等⇒実費充当

○領収書は不要だが､旅行代理店を通じて手配した場合等で領収
書が徴せるものは､徴するものとする｡

イ 航空機 ⇒ 実費充当

◎航空賃が記載された搭乗券又は旅行代理店の領収書等を徴する｡
領収書等を､徴することができない場合や紛失した場合は､政務

調査活動記録簿により議員が証明することとするO

ウ タクシ- -〉 実費充当

タクシ-代金への政務調査費の充当は､政務調査活動に当たって

他に利用できる公共交通機関がないか､運行本数が少ない場合､緊
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急の場合等タクシーを利用するのに合理的な理由がある場合に充当

できるものとするO

◎ 領収書を徴する｡

エ レンタカ- =今 実費充当

必要に応 じてレンタカ-を利用した場合に､充当できるものとす
る｡

◎ 領収書を徴するO

オ 自家用車 ⇒ 県の旅費規定に基づく旅費額である1lun当たり

29円で計算 して充当

○ 領収書は不要

なお､距離は､政務調査活動記録簿により議員が証明することと

する｡

カ 高速道路料金 ⇒ 実費充当

◎ 原則として領収書又はETC利用明細書を徴する｡

キ 駐車料金 ⇒ 実費充当

◎ 原則として領収書を徴する｡

ク 旅行雑費 ⇒ 県の旅費規定に基づく旅費額

(四国以外の都道府県 1日700円､

東京都の特別区内は､1日1,200円)

○ 領収書不要

② 宿泊費への充当

ア 宿泊料 ⇒ 県の旅費規定に基づく旅費額

(東京都の特別区 12,900円､甲地方11,100円､乙地方 9,900円)

○ 領収書は不要だが､政務調査活動記録簿により議員が証明する

こととする｡
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イ 宿泊諸費 ⇒ 県の旅費規定に基づく旅費額

(東京都の特別区4,400円､甲地方 3,700円､乙地方 3,400円)

○領収書は不要
※ 宿泊地の区分

･甲地方 ･･･埼玉県さいたま市､千葉県千葉市､神奈川県横浜市､

同県川崎市､愛知県名古屋市､京都府京都市､

大阪府大阪市､同府堺市､兵庫県神戸市､

福岡県福岡市及び広島県広島市

･乙地方 - ･甲地方に該当する都市及び東京都特別区以外の地域

(3)会費

会費への政務調査費の充当に際しては､会費の支出対象である団体の

活動内容や実態が調査研究活動に適うものである必要があり､会派 (読

員)が所属しない他団体の主催する意見交換会の参加費については､あ

くまでも実質的な意見交換が申し､である場合に充当できるものとするO

なお､議員の経営者としての資格等､個人的資格要件で加入している

団体の会費 (参加 している会合の参加費)については､政務調査費を充

当しないものとするG

また､飲食を伴 う懇談会等-の出席に要する会費についても､充当し

ないものとするC

(4)食糧費 (研修費 ･会議費)

調査研究活動として開催される会合 (会派 ･議員が開催するものに限

る｡) における社会通念上妥当な湯茶及び茶菓に限り､充当できるもの

とする,:



(5)広報費

① 会派 (議員)が行 う議会活動及び県政に関する施策等の広報活動に

要する経費に充当できるものとする｡

･後援会等と協同して発行する広報誌に政務調査費を充当する場合に

は､按分して充当すること

･広報誌が調査研究活動の-…環として発行されるものであれば､配布

先にかかわらず､政務調査費を充当することができること

② ホームページ作成費

ホームページ作成等に係る経費については､充当できるものとする

が､その内容に政党活動や後援会活動などが含まれている場合は按分

することとする｡

(6)事務所費

① 事務所の要件等
事務所経費-の政務調査費の充当にあたっては､次のような ｢事務

所｣としての要件を備えており､実際にそこが調査研究活動に使用さ

れている場合に充当できるものとする｡

(ア)看板が設置されているなど事務所としての外形上の形態を有 して

いること

(イ)事務所としての機能 (事務ヌペース､応接スペース､事務用備品等)

を有していること

(ウ)賃貸の場合には､原則として議員本人が契約者となっていること

使用している場合､賃借料 ･使伺料 ･分担金には充当しないものとす

る｡

また､資産の形成に当たるので事務所の購入費､建設費には､政務

調査費を充当することはできないものとする｡
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② 事務所経費按分方針

から､事務所経費への政務調査費の充当にあたっては､各活動の実績

に応じて按分して充当する必要がある｡

ただし､議員活動は､個々で異なるため-一律の按分割合を示すこと

は不合理であることから､それぞれの議員活動に応じた合理的に説覗

可能な範囲で､按分率の積算根拠を明確にしておくものとするO

【事務所を後援会及び住居等と共有する場合】

可能な限り事務所の賃貸借契約書､電話､ガス､水道等の契約を分

離することが望ましいが､手続き的に困難な場合は､現に調査研究活

動に当てられている実態に応 じて按分するものとするO

③ 事務所経費の按分方法

事務所における活動実績の割合 (推計)により按分率を算出する際

の基準を以下のとおりとするO

(ア) 基本的な按分率 (住居等を兼ねた事務所を除く)

政務調査研究活動 (A%)
政務調恋研究活動(A%)+その他議員活動等(BO/,)

(イ) 住居等を兼ねた事務所に係る按分率

扇 蔽 高 言 %) × 婁慧 慧欝 塵
政務調査研究活動 (AO/,)

又は､

壁遜調査研究活動 (ACy｡)

政務調査研究活動(A%)+その他議員活動等(B%)+日常生活活動(C%)

ll



使用実態で按分することができない場合の事務所費充当限度額

使用形態 ∃ 賃偲料 【可

政務調査活動+後援会 ～1/2 i/2
活動

政務調査活動十後援会活動十政党活動 1/3 r1/3

宅 政務調査活動十後援会活動 1/4 し 4 【守

自己所有 (自宅兼

用) 政務調査活動+後援 合

活動ヰ一政党活動

※ ･自己所有の事務所には､賃借料は充当しない

･自宅兼用の事務所の場合､

径)自宅の割合を1/2とし､残りを按分

②上下水道代については､自宅での使用が大部分と考えられるので充当

しない
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(7)事務費 (備品等)

政務調査費は､調査研究活動に要する費用に充当するものであり､調

査研究活動を行 うための環境整備にまで充当することは適当でない｡

このことから､備品 ･消耗品の購入等に政務調査費を充当する場合に

あっては､調査研究活動に対する有用性が高く､調査研究活動に直接必

要であると認められるものに限定するものとし､その購入価格等につい

ても､政務調査費を充当するという観点から常識的に判断されるべきも

のであるO

また､事務機器等の購入費､ リース料等に政務調査費を充当する場合

にあっては､その使用実態に応 じ適切に按分 して充当するものとする｡ノ

(訂 事務機器の購入

資産形成につながる可能性の高い高額な備品 (取得価格が原則 10

万円以上)の購入代金は､政務調査費を充当しないものとする｡

ただし､政務調査活動に直接必要 と認められる備品 (パソコン､コ

ピー機等)については､充当することができるものとするO

② 事務用機器の購入費､ リ-ス料の按分

(ア)按分方法

使用実績の割合(推計)により按分 して充当する際の基準例を以下の

とお りとする｡

m M 政務調査研究歴務 (A%) ー
政務調査研究用務(A%)+その他議員用務等(B%)

(イ)充当限度額

政務調査費充当限度額 (按分率の打切り上限)の基準を以下のとお

りとする｡

･専ら調査研究活動に使用されている機器 ⇒ 全額

･調査研究活動に使用されている実績が明らかな機器 ⇒実績顔

･上記以外の機器 ⇒ 1/2

③ 通信費

政務調査活動に必要な固定電話､携帯電話､郵便料等の経費に充当

できるものとするが､固定電話､携帯電話の按分に当り合理的な方法

によって区分することが難しい場合の政務調査費充当限度額 (按分率

の打ち切り上限)は 1/2とする｡

13



(8)人件草

調査研究活動の補助業務のために雇用した職員の人件費には､調査研

究活動の補助業務に従事している実態により政務調査費を充当すること

ができるものとする｡

なお､事務所職員を調査研究活動の補助業務に従事させている場合等

で､調査研究活動の補助業務とそれ以外の業務とを兼ねて従事している

職員の人件費に政務調査費を充当する場合にあっては､勤務時間の実態

に基づいて充当するか､調査研究業務に従事した割合 (平均時間､日数

等)等で按分して充当する必要があるO

(丑 人件費按分方法

勤務実績に基づき按分する際の基準例を以下のとおりとするo

(ア)業務実績 (推計)に基づく按分方法

業務実績の割合 (推計)により按分率を算出し､それに基づき政務

調査費を充当するO

政務調査研究業務 (A%)
政務調査研究業務(A%)Tその他業務(B%)

(イ)協定書 (覚書)等に基づく按分方法
事務所が政治団体 (後援合)事務所を兼ねている場合等においては､

年度当初に会派 (議員)と政治団体 (後援合)との問で雇用職員の業

務割合についての協定書 (覚書)を交わして､それに基づき政務調査

費を充当する｡

② 人件費への充当限度額

政務調査費充当限度額 (按分率の打切り上限)の基準を以下のとお

りとするO

･政務調査研究業務専任者 ⇒ 全額

･勤務実績表等により調査研究業務に従事した実績が明確な者 ニケ

実績額

･上記以外の者 ⇒ 1/2

【議員親族の雇用】

議員の親族を政務調査活動補助職員として雇用し､政務調査費を充当する

ことは､誤解を招きやすいので避けるべきであるO

14



政務調査費を充当できる具体的な経費の例示

【会派の場合】

(例)･学識経験者等-の調査委託費

県内 ･県外調査費､海外調査費

登庁調査費

(2) 研 修 費

(例)･政策研修会開催費

･ 研修会参加費

･ 講演会参加費

(3 ) 会 議

(例)･会派勉強会等開催費

･ 関係団体との意見交換会経費

･ 学識経験者との意見交換会経 費

[iu三重 可

仙 肌一一一｢
｣

(例)･書籍等購入費 (CD -ROM等を含む)

･ 参考資料 (新聞 ･雑誌等)購読料

15



(6)広報
(例卜 政調広報紙等作成費及び郵送料

･ 会派ホ-ムページ開設 ･維持費

(例)･電話使用料 (携帯含む)

･oA機器等リース料

･備品購入費 (oA機器等を含む)

･ 事務用消耗品購入費

･郵送料
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【議員の場合】

(例)･学識経験者等-の調査委託費

･ 県内 .県外調査費､海外調査費

･ 登庁調査費

(2)研修

(例)･研修会参加費･講演会参加費

(例)･地域県政要望会開催費

･ 地域住民 ･団体との意見交換会経費

･ 学識経験者との意見交換会経費

讐竺竺⊥
(例)･政調資料作成費

･ 資料コピー費

m w …Mm…仙…一一mm ｣

(例)･書籍等購入費 (Ci⊃-ROM等を含む)

｣
参考資料 (新聞 ･雑誌等)購読料

(例)･政調広報紙作成費及び郵送料

･街頭県政広報活動経費

･ ホ--ムペ-ジ開設 ･維持費
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(例)･事務所の賃借料

･ 光熱水費

(例)･電話使用料 (携帯含む)

･oA機器等 リ-ス料

･ 備品購入費 (oA機器等を含む)

･ 事務用消耗品購入費

･ 郵送料

(例)･政務調査補助職員雇用費
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政務調査費から支出するのに適
政務調査費は政務調査活動に要する経費に支出するもので､それ以外の活動

に要す る経費には支出することはできない｡

こうした政務調査費か ら支出できない経費の具体例は､おおむね下記の とお

りである｡

(1) &

(例)･党大会への出席に要する経費及び党大会賛助金等に要する経費

政党活動､県連 (政党等)活動に要する経費

政党の広報紙 (誌)･パンフレット.ビラ等の印刷及び発送等に要する経

費

政党組織の事務所の設置及び維持に要する経費 (人件費を含むo)

会派の役員経費

㌫ ｢素話扇譲二こMuj嘉㌻]
(例卜 選挙運動及び選挙活動に要する経費

･ 選挙における各種団体への支援依賄活動経費

･選挙ビラ等作成及び発送に要する経費

(3)
m rm Nriiiiiiiiiiiiiiii
後援会活動経費への支出｣ ～"仙仙 …

(例)･後援会活動のための経費

｣ 使う叢芸拳那 ｢〝ノ紺 戊ひ17嘩

rN"M～ NN MN -【Wt

= ]

i iiiiL k

後援会事務所の設置及び維持に要する経費 (人件費含むo)
(人件費含むo) ｣

(4) 私的活動経費への支出 ≧弓m¶
(例卜 慶弔韓別資等 (慶弔電報､病気見舞い ･香典 ･祝金 ･紋別 ･寸志 ,

歳暮等､年賀状の購入又は印刷経費等)

･ 冠婚葬祭への出席に要する経費 (葬儀 ･祝賀会 ･結婚式 ･祭り等)

宗教活動に要する経費 (檀家総代会 ･宮参り等)

私的な観光 ･レク リェ--ション ･旅行等に要する経費

親睦会､レクリエ-ション等に要する経費

その他議員個人の私的目的のために要する経費
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(5) その他支出に適しない経費

① 飲食を目的とする懇談会への出席に要する経費
iiii ir

② 議員が他の団体の役職を兼ねている場合におけるその団体の理事会､役員

会や総会の出席に要する経費

③ 公職選挙法やその他の法令等の制限に抵触する事項に係わる経費

例 公職選挙法第199条の2

寄付に該当する経費 (お茶及びお茶うけを超える飲食の提供､講演会

等の集会における食事の提供)

④ 事務所として使用する不動産の購入費､建設工事費

⑤ 自動車の購入費及び維持管理に要する経費

例 車検代 (自賠責､税含む)､保険料 (任意)､自動車税､修理代等

⑥ 政務調査活動に必要としない備品等の購入費､リース代

例 .絵画､装飾品､安楽椅子､ステレオ､衣服等

会費として支出するのに適

政務調査費から支出するのに適 しない会費の例は､前記の政務調査費か ら支出

が不適当である経費の事例 とも関連するが､下記のとお りである｡

(1)団体の活動内容や実態が政務調査活動に寄与しない場合､その団体に対し

て納める年会費､月会費

2)_私的な資格で加入している団体などに対する会費等

｢

例 ー町内会費､公民館費､壮年会費､pTA会費､婦人会費､スポーツ

クラブ会費､商工会費､同窓会費､老人クラブ会費､ライオンズク

し ラフ ･ロータリー-クラブの会費等

(3)政党 (県連)本来活動に伴う党大会費､党費､党大会賛助金

(4)詫会内の親睦団体の会費

(5)他の議員の後援会や祝賀会に出席する会費

(6) 宗教団体0)会費

(7) 冠婚葬祭の会費 (結婚式の会費､祝賀会の会費､祭りの経費負担)
(8)親睦妾たは飲食を目的とする会合の会費

意見交換を伴わない会合の会費

20
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使途基準の詳細(会派の場合)

現行の使途基準(規程第5条)
運 用 指 針

項 目 内 容 具体的な経費の例示 支出に適しない経費の例示 - ぎ 笛憲等

･学芸鼓絶真奏者等への㍍査委託費 ,私的な班淋 しクリエ-シ∃ン 旅行等に署開
所殉

調査研究費 朋 査委託汚､旅糞等)

ー政策研修会開催費 佃 党.選挙活動を目的とする講演会等-の参 .鮫食を伴う懇談J套亨=こ苛

に他励休が開催する研修会､試演会等-め_所民芸琵員及研 修 兜 ぴ会;rW)雇用する可能員の参加に要する.奉呈費
加婁 詔 ｣ 皇 圭 ∴ +語

会 議 登 (会場馴 細 別 上げ乱 費封印碍1ほ消 ) ;曇書芸還謹書語 義 孟誓書費 ,㌔ 党瀞 舌勤を珊 会糾 E

会ij耐 註会怒言尉=必要な泣料を作成するために要する -要望署作成費
.政針 選挙活動に係る那 斗作成費 書

【

会派か行う吉例査研究の+=的に必要な同署､克則等の贈 菜 箸雲量雪詣器 笥 還 ?詔書荒含
む)書 ∃

【 ∃i

会派が行弐議会活動及び県政に関する政策等の広専琵活 ･政調広幸巨細等作成賓及び郵送料 .政党.選挙活動にlW im

⊇

※( )内は例示

【共 通 の

ア 使途基進の道庁‖こついては､｢基本的な運用指圭tJ及ひr項E3
別運用指至十J並びに｢政子男調査式から支出するのに遜しない例JにFEBJ'

青することB

イ 支出吉男について､披党活動や選挙活臥 喜美会の公宇美等と重寺宝
する場合は,個々の′舌勤の性桔 E3的を希薄し.会,lFtの責任により具体的に別紙

した上で､政看某喜河歪に係る所要紹のみを

計上㌻ること｡(特に吉蒜会の費用尉 古文.給日については､I:EZg冨することO)

り 某紙 二基づ(支出であることO

エ 旅斑については 政子男調査活動記緑箔を作成することD

オ 寺か奴等等の宛先は,原則会′rtTtの代表者とすることd

■

⊆

喜

.1
i

州 ｣



使途基準の詳細(議員の場合)

現 行 の 使 途 基 準 (規 程 第 5条)
運 用 手旨

Ia E3 内 容 異体的な経登の 例示 女出に適Lない綻歪の例示

調査研究費芸三豊員が行う県の邦 男及び地方行財政に関する調査研究並びに岩田査委託に要する綻柴 ･字書竜経騒音等への調査委託費 .私的な覗光一レケ)エーシ∃ン 旅行等に要う･登庁調査費 ト政党.選挙J後援会活動に揺る寺重責

買_

･政党L讃挙.後援会活動を目的をこぞ蘭福音

会 議 改 憲 諾 意 諸 芸票 等妄警 謂 荒技等) ･学芸紙経験者との意見文投会程糞 ･餌食を目的とする会誌桂賢

‥_⊥ ･放言円安糾 乍成糞 ,政党.逆夢有 援会活動に係る資料作成糞∴.

･参考資料 新聞.諮語等)購読料 喜

広 報資

事 務 所 婆ヒ 荒三芳若君妄憲話等 鎧 真綿 )
-夢精所の賃借料 ,政党.選挙.後援会紬ほに係る事需 粛頑/ SAS

-電歪舌使剛 ヰ(携帯含む) .政党.遼寧,後援会活動に係る電話代等Z6嘗

(串試用品.げ存品:W入於.通信班等) :完雷 荒 '(三言鮎 等を含む) 】蛋∵政子真調査活動に直事妾関連しない美術品等の

× ( )内は例示

2

濫 語 漂 蔓霊芸 慧 諾這 - 読 i

は,支出しないものとするB

･三悪員が主催する研修会等に要する経費については

会三菱費に言1上することO

る会合における社会通念上妥当な湯茶及び茶菓に限

り,支出できるものとする｡

後援会事誉宍所等と兼ねる場合は､PH に記載する寺安

分の方,去により､政務言劉査E=係る所掌鎚のみを貢ぎ上す

ること

媛援会等と発ねて使用する場合は,P13に記載する按
分の方法によリ､政預言弼歪に係る所要額のみを計上㌻
ること

後援会活動等と兼詣で雇用の場合は.P14に記融す

る掠分の方法によリ､政諸調査に操るpTr要絶のみを計
上すること

ア 使途基準の運用については､｢基本的な運用指針｣及U'[項目m遣榔 旨針｣並び
に｢政謂言/q重責から支出するのに適しない例｣に瞥貫すること.

ィ 支出吾引こついて､私的活動や政党′舌臥 選挙,舌弧 後援会
活動一語会の公手芸等と玉枝する場合は,個々の活動の性掛 巨

的を考痛し､諸員の責任により具体的に判断した上で,政矛第調査に係る所要暮喜の

みを計Lすること｡(鴨に喜三舎の安用弁償支給日についてはー留烹すること｡)

り 実キ式に基づく支出であることq

工 旅空については 政謂調査,言動記至箕講を作成することQ

/+ 捌 5甥 等の宛先は言琵員本人とすること｡



Ⅳ 政務調査費の交付

1 交付対象及び交付金額

tj 車 重 二Ⅰ垂

†ヤm Ni
4万円×月の初 E]における当該会派の所属議員数

①会派結成届 (第 1号様式)を議長に提出した会派が交付対象となるo

(会派を構成する議員の中から代表者及び政務調査費経理責任者を定め

る必要があるo)

②この届出は､議会運営上の会派屈とは別に提出の必要がある｡また､所属

議員が一一人の場合 (いわゆる一人会派)も含む｡

妄言完蒜｢蒜≡ に在職する議員---リ＼につき月額14万円
(五月の初 日に在職する全議員が交付対象となるO

(議員の場合は届出の必要はない｡)

②月の途中において議員となった場合は､翌月からの支給となる｡

(8月2日就任- 9月分から支給)

2 交付方法等

再 転 亘 ニュー
① 議長は､毎年度4月5Ejまでに､政務調査費の交付を受けようとする会

派及び政務調査費U)交付を受ける議員を､知事に通知する｡,(第4号様

式)

② 知事は､通知を受けた会派及び議員について､政務調査費の交付決定(午

間額)を行い､その旨を会派の代表者及び議員に通知する｡

③ 会派の代表者及び議員は､交付決定を受けた後､各四半期の最初の月(4

④

Mm

.｣

月､7月､10月､1月)の14日までに､当該匹I半期分の政務調査費を

知事に請求する｡(第5号､6号様式)

当該請求に基づき､速やかに会派及び議員が指定する口座に振 り込むも

のとするG… N… …N"】 ……M_ … 【｣
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(2) 新たに会派が結成された場合又は選挙により議員が当選した場合

○ 一関半期の途中で､新たに会派が結成されたとき※又は選挙により議

員が当選したときは､会派が結成された日又は任期開始の日の属する

月の翌月 (その日が月の初日の場合は､当月)分以降の政務調査費を

交付する｡

※ 会派結成届の提出を要する｡

② 政務調査費の請求は､知事から交付の決定等の通知を受けた目から

14日以内にする必要がある｡8月1日会派結成-8月分から交付
8月2日会派結成- 9月分から交付

(3) 年度の途甲で会派に異動等が生じた場合
じたときは会派異動届 (第2号様式)

会派が解散したときは､会派解散届 (第3号様式)を提出し､その内

容にそって､政務調査費が交付されるべき額について､改めて変更交

付決定が行われるo

② 所属議員が増加 したときは､知事からの変更交付決定の後､異動後の

会派所属人数に応じた請求書を､速やかに知事に提出しなければなら

ない｡

③ 所属読員が減少したとき又は会派が解散したときは､異動の生じた月

の翌月以降分で既に交付された額がある場合には､速やかに返還しな

ければならない｡

④ なお､政務調査費は､月の初日における各会派の所属議員数により算

定されるので､月の途中に異動や解散があった場合でもその事由がな

かったものとみなされる｡

8月1日解散M,8月分､9月分を返還
8月 2日解散- 8月分は支給されるが9月分は返還
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后う年度の途中で議員でなく憂国垂!璽
① 政務調査費が交付されるべき額について､改めて変更交付決定が行わ

れる｡

② -四半期の途中において辞職等により議員でなくなった場合において

は､既に交付された政務調査費のうち､議員でなくなった日の属する

月の翌月分 (その日が月の初日の場合は､当月分)以降の政務調査費

を返還する必要があるo

8月 1日辞職- 8月分､9月分を返還
8月2日辞職-→8月分は支給されるが9月分は返還

3 諸手続

巨亙
① 初めて政務調査費の交付を受けることとなった場合や､その後に既に

振 り込みを受けている口座を変更する場合には､速やかに知事 (事務

局)まで届出る必要があるO

振込口座は､政務調査費の収支を明確にするうえからも､議員報酬や i

費用弁償とは別の口座を設定する必要があるD §

～NN仙 i
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4 交付フロー

会派の届出 (条例第5条)

会派の代表者及び政務調査費経理責任者を定めたうえで､

会派結成届を議長へ提出 (様式第 1号)

J

知事への通知 (条例第6条)

議長は､毎年度4月5日までに政務調査費の交付を受けようと

する会派及び政務調査費の交付を受ける議員の状況を知事

に通知 (様式第4号)

t

交付決定 (条例第7条)

知事は交付決定を行い､その旨を会派の代表者及び議員に通知 …

↓

請求書提出 (条例第8条)

四半期鯨に､当該四半期に属する月分の政務調査費を知事に請

求 (様式第5号､第6号)

J

交 付 (条例第8条)

i知事は四半期転に､会派及び議員に政務調査費を交付

↓

収支報告書 (条例第 10条､規程第6条)

派の代表者及び議員は､交付を受けた年度の翌年度の

月30日までに収支報告書を議長に提出､収支報告書には
例で定められた書類を添付 (様式第 7号､第8号)

1

残余額の返還 (条例第 13条)

調査費に残余が生じた場合､知事は返還を命ずるニ

14条)

期間の末E3の翌日から起算して､5

何人も閲覧を請求することができる｡

※ [= コ は会派及び議員の直接的な関与が必要となる部分
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Ⅴ 収支報告

1 収支報告書の意義

政務調査費は､会派及び議員の調査研究に資するために必要な経費の山部

として交付されるものである｡

収支報告書は､当該年度において県から交付された政務調査費に対する会

派及び議員が行った政務調査活動の実績を報告するもので､誰でも閲覧がで

き､かつ公文書として5年間保存されるQ

従って､収支報告書の作成に当たっては､以下の事項に十分留意 して取扱

う必要がある｡

2 収支報告書の提出義務等

(1) 政務調査費の交付を受けた会派 (経理責任者)と議員は､会計帳簿等を基

に､収支報告書 (第 7号様式又は第8号様式)を作成し､政務調査費の交

付を受けた年度の終丁後に､議長に提出しなければならないC

(2)会派が解散した場合や議員が辞職 した場合は､その月までの収支報告書を

提出しなければならないO

(3)議員が死亡した場合には､その相続人が議員に代わって収支報告書を提出

しなければならない｡

(4)収支報告書には､政務調査費の支出に係る領収書その他の証拠書類の写し

及び主要な調査研究に係る活動の内容を記載した書類を添付しなければな

らない｡

3 収支報告書の提出期限

(1)政務調査費の交付を受けた年度終了日 (3月31日)の翌日から起算して

30日以内 (4月30日まで)に議長に提出しなければならない｡

(2)会派が解散した場合や辞職等の理由により年度の途中で議員でなくなった

場合には､その事由が生じた日の翌Ejから起算して30日以内に､同様に

議長に提出しなければならない0

4 作成上の留意事項

(i)｢第7号 (8号)様式 (収支の状況)｣について

① ｢] 収入｣欄について
交付を受けた政務調査費の総額を記載する｡

② ｢2 支出｣欄における ｢支出額｣について

ア.使途項目ごとに支出額を記載する｡

③ ｢3 残余｣について

収入額と支出の合計額の差が残余となり､返還の対象となる0
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5 収支報告書の添付書類

(1)収支報告書を提出するときは､次に掲げる書類を添付しなければならない｡

① 政務調査費の支出に係る領収書その他の証拠書類の写し

② 主要な調査研究に係る活動の内容を記載した書類

(2)(1)の ①に掲げる領収書その他の証拠書類の範囲 〔※P30参照〕

① 領収書

② 領収書と同等のものとみなすことができるもの

③ 領収書等を取得できない場合や紛失した場合について

旅費の支出において､領収書等を取得できない場合や紛失した場合につ

いては､｢政務調査活動記録簿｣で､議員が証明することとする0

6 収支報告書等の調査

議長は収支報告書等が提出された場合､政務調査費の適正な運用を期すため

必要と認めるときは､調査を行 う0

7 収支報告書等の閲覧

(1)収支報告書等の閲覧制度

提出された収支報告書等は､提出期限の翌日から起算して60日を経過 し

た日の翌日から､閲覧の対象となるO

また､収支報告書等は公文書として5年間保存され､その間､誰でも閲覧

することができる｡

(2)非公開情報の取扱い

収支報告書等に､高知県情報公開条例第6条第 1項各号に掲げる情報が記

載されている場合は､これらの情報を除いて閲覧に供するものとするO

28



Ⅵ 証拠書類の整理保管等

1 会計帳簿等の整理保管

政務調査費の交付を受けた会派の経理責任者及び議員は､各々の責任で政

務調査費に係る収入及び支出について､会計帳簿を調製 しその内訳を明確に

するとともに､証拠書類等を整理保管する義務があるo

保存期間は､収支報告露等を提出すべき期間の末日の属する会計年度の翌

会計年度の初日から起算して5年を経過する日までとされているO(規程第 7

条)

会計帳簿や証拠書類は､適正な収支報告を行う前提として整理 ･保管しな

ればならないもので､議長が行 う調査等の対象となる場合があるので､各

派や議員において責任をもって保存する必要がある｡

2 会計帳簿の作成

政務調査費に係る会計帳簿は､必ず備え付けなければならないので､整理

すべき会計帳簿として､別紙様式を参考にして ｢出納簿｣及び ｢支出伝票｣

を作成するものとするO

①出納簿 (p50-51参照)

出納簿は､政務調査費に係る日々の収入と支出の状況を明確にするために

必要なもので､残余額の把握等に必要となるものであるO

②支出伝票 (P52-55参照)

支出伝票には､1件ごとに領収書等証拠書類を貼付するとともに支出年月

日･支出項目等を記載するものとするo

また､按分率その他必要な事項を伝票の余白に補記することとする｡

3 支出証拠書類

(1)証拠書類の整備

支出を証明するものとして､領収書 ･受領書 ･振込金受取書その他これに

類する書類を整備する必要がある′｡

なお､旅費の支出については､極力領収書を徴することとするが､自動券

売機で購入した切符代等､領収書がとれない場合や領収書を紛失した場合は､

政務調査活動記録簿により議員が証明するものとする｡
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(2)証拠書類の範囲

整備する証拠書類の範囲については､次によるものとする｡

① 領収書

以下の要件を満たすもの

ア.支払い内容が明らかであること

ィ.受領の文言があること

り.受取人の住所､氏名､印又は署名があること

エ.日付の記載があること

オ.宛名の表示があること (空白､上様は不可)

② 領収書と同等のものとみなすことができるもの

以下のものについては,領収書と同等のものとみなすこととする｡

〔 享

受領書

振込金受取書等 (支払い内容等がわかる書類を添付すること)

通帳の写し (支払い内容等がわかる書頬を添付すること)

領収書と同等のものとみなすことができるレシー-ト等

③ 領収書等を取得できない場合や紛失した場合について

旅費の支出において､次のような領収書等を取得できない場合や紛失 し

た場合については､｢政務調査活動記録簿｣で､議員が証明することと

する｡

ア,自動券売機で購入 した切符代等､通常は領収書が発行されないも

の

ィ.県の旅費規定に基づく旅費額を適用したもの

(自家用車利用､旅行雑費､宿泊費等)

ウ.その他の旅費で､領収書等を紛失 し､再発行が困難なもの
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高知県政務調査費の交付に関する条例

平成13年 3月 6日

条例第 1号-

(趣旨)

第 1条 この条例は､地方自治法 (昭和22年法律第67号)第100条第14項及び第15唄の規定に基

づき､高知県議会議員の調査研究に資するため必要な経費の --部として､高知県議会における

会派及び議員に対し､政務調査費を交付することに関し必要な事項を定めるものとする｡

(政務調査費の交付刺象)

第2条 政務調査費は､高知県読会の会派 (所属議員が1人の場合を含む｡以 ㌣｢会派｣というC)
及び議員の職にある者に対 し交付する｡

(会派に係る政務調査費)
第3条 会派に係 る政務調査費は､月碑14万円に当該会派の所属議員の数を煎じて得た額を会派
に対 し交付する｡

2 前項の所属議員の数は､月の初 日における各会派の所属議員数によるC

3 月の途中において､耗員の任期満了､辞職､失職､死亡若しくは除名､議員の所属会派から

月の政務調査費の交付については､これらの事由が生じなかったものとみなすO-の会派が他

の会派と合併 し､又は会派が解散 した場合も同様とするC

4 各会派の所属詫員数の計算については､同一託員について重複 して行うことができないD

(議員に係る政務調査費)

第4条 読員に係る政務訴査費は､月綿14万円を月の初 日に在職する議員に対し交付するD

2 月の途中において､議員の任期満 T､辞職､失職､死亡若しくは除名又は議会の解散があっ

た場合におけるこれらの事由が生 じた口の属する月の政務調査実等7の交付については､これらの

事由が生 じなかったものとみなすO

(会派の届出)

第 5粂 議員が会派を結成し､会派に係る政務調査費の交付を受けようとするときは､所厨ほ提員
のうらから代表者及び政務調査費経flP=51責任者を定め､その代表者は､議長が別に定める様式に

よる会派結成屈を議長に提出しなければならない,/会派結成属の内容に異動が生じたときは､

議長が別に定める様式による会派異数届を石造長に提出しなければならない｡.

2 会派の代表者は､当該会派が解散した場合には､,喜護良が別に定める様式による会派解散届を

議定に提出しなければならないO

(会派等の通知)

第6条 議長は､前条第 1項の規定により会汐根上ま成届のあった会派及び政務調安静の交付を受け
る議員について､毎年度4月5日までに､耗良が別に定める様式により知頚に通知 しなければ

ならない(/

2 試長は､年度途中において､会派結成届､会派発動届若しくは会派解散届が提出されたとき

又は議員の異動がノLじたときは､議長が別に定める様式により速やかに知事に通知 しなければ

ならないO

(政務調査費の交付等の決定)

第7条 知事は､前条の規定による通知に係る会派及び議員について､政務調査資の交付の決定

又は変更の決定を行い､会派の代表者及び議員に通知LなければならないrJ

(政務ま朋至資の請求及び交付)
第8条 会派の代表者及び談員は､前条の規定による通知を受けた後､転四半∋ijW)最桝の月の1】

日 (そのHが高知県の休E-1を定める条例 (平成元年高知県条例第2号)第 l条第 1境に規定す

県の休 日以外の[日 までに､議定が別に定める様式により､tuiuyL】半期に属する月数分の政務調

奄費を知事に請求するものとする｡ただし､-[)111=1-I-糊の途中において議員の任期が満 rする場

合には､任期満 rHが贋する月までの月数分を請求するものとするC

2 知事は､前項 m請求があったときは､速やかに､政務調査費を交付するものとする0
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3 -匹i半期の途中において､新たに会派が結成されたとき又は選挙により議員が当選 したとき

(繰上補充又は再選挙による場合を含む｡)は､会派が結成された日又は任期開始の 日の属す

る月の翌月 (そのEコが月の初日の場合は､当月)分以降の政務調査費を当該会派又は当該当選

議員に対 し､交付する｡

4 前項の規定による政務調査費の請求は､第 1項の規定にかかわらず､交付の決定又は変更の

決定の通知を受けたロから14日以内にするものとするO

5 -凹半期の途中において会派の所属議員数に異動が生じた場合､当該会派に既に交付 した政

務調査費については､その異動が生 じたF=jの属する月の翌月 (その日が月の初日の場合は､当

月)分から調整する｡この場合において､既に交付 した政務調査費の額が異動後の議員数に基

づいて算定した政務調査費の鮮亘を下回るときは知事は当該下回る額を追加 して交付 し､既に交

付 した案的ミ異動後の議員数に基づいて算定 した碑を上回るときは会派は当該上回る額を速や

かに返還 しなければならない｡

6 会派の代表者は､--四半期の途[糾こおいて当該会派が消滅した場合には､当該事由が発生し

た日の儀する月の翌月 (そのF:lが月の初F-1の場合は､当月)分以降の政務調査費を速やかに返

還 しなければならない｡

員でなくなったときは､当該事由が発生した口の属する月の翌月(その日が月の初日の場合は､

当月)分以降の政務調査費を速やかに返還 しなければならない｡

(政務調査費の使途)

第 9条 会派及び議員は､政務調査費を議定が別に定める使途基準に従い使用しなければならな

い｡

(収支報告書)

第】o条 会派の代表者及び誌員は､政務調査費に係る収入及び支出の報告三好(以 ド｢収支報'271番｣

とい うO)を､誌長が別に定める様式により翌年度の4月30日までに試長に提出しなければな
らない｡

2 会派の代表者は､当該会派が消滅 した場合には､前項の規定にかかわらず､収支報告書を当
該頚由が発生したE三tの翌Ejから起算 して30E】以内に読経に提出しなければならない｡

3 議員は､任期満 r､辞職､失職若 しくは除名又は誌会の解散により議員でなくなった場合に

は､第1項の規定にかかわらず､収支報告算を当該事由が発生した日の翌日から起算 して30
日以内に議長に提出しなければならない｡

4 会派の代表者及び議員は､約3項の規定により収支報告書を提出するときは､次に掲げる書

類を締付 しなければならないo

(1)政務調査費の支出に係る領収書その他の証拠若枝の写し

(2) il要な調査研究に係る活動の内容を記赦した書類

(議長の調査)

第11条 議長は､政務調査費の適正な運用を期するため､前条の規定によV)収支雛祭書及び｢rlト条
第4項各号に掲げる書類 (以下｢収支報告露等｣という｡)が提出されたときは､必要に応じ
調査を行 うものとするO

(収 支報告書等の写しの送ィ､｣)

第i2条 議長は､節川条の規定により子,EilHHされた収支額て士手書等の写しを知事に送付するものとす

るO

(政務調査費の返還)

第13粂 知事は､会派又は議員がその年度において交付を受けた政務調査費の総額から､当該会

派又は議 員がその年度において行った政務調査費の支】【liの総額を控除して残余がある場合 ､当

該残余の碑に相当する額の政務調査費の返還を命ずることができるO

(収支托'E妄i苦等の保存及び閲覧)

第1ノi粂 収支報告吾等の保存期間は､ 5年間 とするn

2 何人そ)､議長に対し前項の規定により保存されている収支報告書等の閲覧を請求することが

できる0

3 議長は､前項の請求があったときは､収支報告書等に記載されている情報のうら､高知県情
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報公開条例 (平成 2年高知県条例第 1号)第 6条第 1号各号に掲げる情報を除いたものを閲覧

に供するものとするO

(委任)

第15条 この条例に定めるもののほか､政務調査費の交付に関し必要な事項は､議長の定めると

ころによるo

附 則

この条例は､平成13年4月 1日から施行する｡

附 則 (平成14年 7月｣6日条例第35号)
この条例は､公布のロから施行する｡

附 則 (平成20年 7月29日条例第30号う

この条例は､規則で定める日から施行する｡

附 則 (平成20年12月 (議会予定))
(施行期日)

1 この条例は､平成21年4月 1日から施行するO

(経過措置)

2 この条例による改正後の高知県政務調査費の交付に関する条例の規定は､この条例の施行の日以

による｡
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高知県政務調査費の交付に関する規程

平成13年 4月 1日

議会告示第 2号

(趣旨)

第 1条 この規程は､高知県政務調査費の交付に関する条例 (平成13年高知県条例第 1号O以下

｢条例｣というO)に基づく政務調査費の交付に関し必要な事項を定めるものとするO

(会派結成届等)

第 2条 条例第 5条第 1項の会派結成届は別記第 1号様式により､同項の会派異動届は別記第 2
別業式によるものとする0

2 条例第 5条第 2項の会派解散届は､別記窮 3号様式によるものとするO

(会派及び議員の通知)

第 二3条 条例第 6条の規定による知事への通知は､別記第4号様式によるものとするO

(政務調査費の請求)

第 4条 条例第 8条第 1項の規定による知事への請求は､会派に係る政務調査費については別記

第 5馴薮式により､議員に係る政務調査費については別記第 6号様式によるものとするO

(政務調査資の使途濃準)
箭 5条 条例第 9条の使途基準は､会派に係る政務調査費については別表第 1の､-海員に係る政

務調査璽哲については別表節 2のとおりとするO

(収支紬繋子吉)

第 6条 条例第10条策 L項の収支紬や手斧は､会派に係る政務調査費については別記第7号様式に､
議員に係る政務調査孝等)については別記第 8号様式によるものとするG
(証拠寮類等の整理i享保管)

第7条 会派の政務調査召Fi,経至ti主雷も任者及び誌員は､政務調査資の支出について､会計帳称を調製

しその内訳を明確にするとともに､証拠11を類等を紫fJF=保管し､これらの~.当頬を当該政務調査費

の収支報告斧の提出期間の末日の偶する会計年度の翌会計年度の初日から起算して 5年を経

過するFlまで保存 しなければならない｡

(収支報告杏等の閲覧)

第 8条 条例第14条第 3項の規定による収支報粁苦等の閲覧は､当該収支紺碧卜告等を提出すべき

l郡を3の末日の翌日から起算して60日を経過した日の翌日(その日が高知県の休 日を定める条例

(平成元年高知県条例約2号)第 ]条第 1項に規定する県の休日 (以fこの頃において ｢県の

休 日｣というO)に当たるときは､その日後の直近の県の休 日以外の臼)からすることができ

るt)

2 条例第14条第 3唄の規定による収支報告書等の閲覧は､高知県読会事務局長が指定する場所

で､県の執務時間内にしなければならないC
附 則

この規程は､平成】3年4月 H lから施行するO

附 則 (Jl'--成20年8月29日議会告示第4号)
この告示は､平成20年 9月 It】から施行する｡
附 則 (平成20/LF12月 (議会チ式三))

(施行期u)

1 この告示は､平成21年 4月 1日から施行する〔
(経過措置)

2 この告示による改IE後O-)高知梢も政務調査費の交付に関する規程の規定は､平成21年 4月 1日

以後に交付する政務調森費について通潤 し､EifH絹ffに交付 した政務調査費については､なお従
tilpIの例による(㌔
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別表第 1 (第 5条関係)

項 目 内容

調査研究費 会派が行 う県の事務及び地方行財政に関する調査研究鍍びに調査

委託に要する経費

(調査委託費､旅費等)

研修費 会派が行 う研修会､講演会等の実施に必要な経費並びに他団体が閉

催する研修会､講演会等-の所属議員及び会派の雇用する職員の参加

に( する経費

会議費 会派における 種会誌に要する経

(会場費 .機材 をり上げ費､資料巨r]刷費等)

資料作成費 (一派が議会審議に必要な摂料を作成するために要する経費r]刷 .製本代､原稿料等)

資料購入婆_!i, 会派が行 う調査研究のために必要な回書､資料等の購入に要する経静

A---3:(蓬二相購入代､新聞雑誌購読料等)

広報費 経(一派が行 う法会活動及び県政に関する政策等の広報活動に要するi;鞭紳こ.報告書等印刷費､送料､旅費等)

事務費 (て派が行 う調う密研究に係る二事務 行に安する経費ノヽ≠務用品.僻㍉-hJ_】桃入費､通信簿!

人件窒替 (I/会派が行 う調讃給料､ 手 当＼‡琵研究を補助する 員を斥さ用する経 g i,)

注 ( )内は､例示とする｡

別表策 2 (賃等5条関係)

項 目 内容

調査研究資 香( 員が行 う県の事務及び地方行財政に関する調査研究並びに調査

に要する経婆哲

査委託費＼旅費等)

研修費 ( 体等が開催する研修会､吉=tt:演会等-の議員及び鼠員の雇用する秘

峯の参加に要する経費

費､旅費等)

会議費 の( 貝が行 う地域住民の県政に関する要望及び意見を唆収するため

種会話に要する

場資 機材借 り..こげ費＼資料印刷費等)

資料作成費 ( 員が刺 . 法会審議に必要な資料を作成するために要する経費皇本代､原稿料等)

資料購入費 議員がキ資 jこう調査研究のために必要な図書､資料等の購入に要する経
l Fu,

広経費 議員が行 う議会倍数及び県政に関する政策等 のJJT.こ純情軌に要する

経葦驚

:事-招 所 資; 議員が行 う調査研究活動cTjために必要な事務 所 の設置､管理等に要
する経費

･】

事務 費 (]濃員が才行うが 三至有j究に係る入費､適 揺 行に資する 経 費)事務f軌紘 .,(J7-i-;バミー 質

人件簿 F(喜態員が行 う蔀 三王研二究を補助するー員を雇用]す る経費)

注 ( )内は､例 示とする｡
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別記

第 1号様式 (第 2条関係)

高知県議会議長 様

会 派 名

代表音名

平成 年 月 日

会派結成届

高知県政務調査費の交付に関する条例第 5条第 1項の規定により､下記

のとお り届け出ます｡

記

1 会派を結成 した Ej

2 会派の名称

3 代表者の氏名

4 政務調査費経理責任者の氏名

5 所属議員数

6 所属蕗員の氏名
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第 2号様式 (第 2条関係)

高知県議会議長 様

会 派 名

代表者名

平成 年 月 日

⑳

会派異動届

高知県政務調査費の交付に関する条例第 5条第 1項の規定により､下記
のとお り届け出ます｡

記

1 異動年月 日

2 異動内容

三叫 IJ;i

会 派 の 名 称

代 表 者 の 氏 名

政 務 調 査 費経 理

責 任 者 の 氏 名

属 議 員 数

異 動 の あ っ た 所

属 議 員 の 氏 名

(析デに所属Lた宗籍とヨぴ〕氏/()
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第 3号様式 (第 2条関係)

高知県議会議長 様

会 派 名

代表音名

平成 年 月 日

会派解散届

高知県政務調査費の交付に関する条例第 5条第 2項の規定により､下記

のとお り届け出ますO

記

1 解散 した会派の名称

2 解散 した年月 ij
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第 4号様式 (第 3条関係)

高知県知事 様

高知県議会議長

年 月 日

政務調査費の交付を受けようとする会派及び議員について

高知県政務調査費の交付に関する条例第 6条第 1項 (第 2項)の規定に

より､政務調査費の交付を受けようとする会派及び議員について下記の と

お り通知 しますO

記

1 会派について

別紙会派結成 (異動 ･解散)届のとお り

2 議員について
別紙議員名簿のとお り
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第 5号様式 (第 4条関係)

高知県知事 様

会 派 名

代表音名

年 月 日

◎

平成 年度政務調査費請求書

高知県政務調査費の交付に関する条例第 8条第 1項の規定により､下記

のとお り政務調査費を請求 しますC,

記

1 金 円

ただし､ 年 月分か ら 年 月分まで

(所属議員数 名)

( 年 月分 (所属議員数 名))

2 所属議員の氏名
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第 6号様式 (第 4条関係)

高知県知事 様

氏 名

年 月 E3

平成 年度政務調査費請求書

高知県政務調査費の交付に関する条例第 8条第 1項の規定により､下記

のとお り政務調査費を請求 しますく

記

金 円

ただ し､ 年 月分か ら 年 月分まで

( 年 月分)
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第 7号様式 (第 6条関係)

高知県議会議長 様

:■:∴ :/て

代表者名

平成 年 月 日

平成 年度政務調査費に係る収支報告書について

高知県政務調査費の交付に関する条例第 10条第 1項 (第 2項)の規定に

より､別紙のとお り平成 年度政務調査費収支報告書を提出します｡
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(別紙)

平成 年度政務調査費収支報告書

会 派 名

1 収 入

政務調査費 円

2 支 出

3 残 余

添付書類 高知県政務調査費の交付に関する条例第 10条第 4項各号に掲げる

書類
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第 8号様式 (第 6条関係)

高知県議会議長 様

氏 名

平成 年 月 日

平成 年度政務調査費に係る収支報告書について

高知県政務調査費の交付に関す る条例第 10条第 1項 (第 3項)の規定に

よ り､別紙の とお り平成 年度政務調査費収支報告書を提出します｡
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(別紙)

平成 年度政務調査費収支報告書

氏 名

] 収 入

政務調査費 円

2 支 出

(単位 円)

項 目 支 出 額 内 訳州 1

≡調査研究費 i

F喜 研 修 費 】

会 議 費 i ≡;
資料作成費

資料購入費 1 ∃
広 報 費 i ∃

3 残 余

円

添付書類 高知県政務調査費の交付に関する条例第 10条第 4項各号に掲げる

書類
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高知県政務調査費 に係 る収支報告書等の閲覧に関す る要綱

(閲覧場所)

第 1条 高知県政務 調査費 の交付 に関す る規程 (平成 13年 4月

高知県議会告示第 2号｡第 7条 において ｢規程｣ とい うO)質

8条第 2項 に定 め る高知県議会事務局長が指 定す る場所 は､県

議会議事 堂 3階の図書室 とす る<〕

(閲覧手続)

第 2条 収支報告書等の閲覧 を しよ うとす る者 は､別記様式 に よ

る閲覧 申込書に指 定の事項 を記入 し､議長 に提 出す る もの とす

る (つ

(閲覧方法)

第 3条 閲覧者 は､係員 の指示 に従い､会派及び議員か ら提 出 さ

れ た収支報告書等 を閲覧す ることができるC

(複写 の禁止)

第 4条 閲覧者は､収支報告書等 を複写す ることはできない｡

(写 しの交付)

第 5条 収支報告書等 の写 しの交付 を受 けよ うとす る者 は､高知

県情報公 開条例 (平成 2年高知県条例第 1号)第 5条 の規定に

よ り請求す ることがで きる1｡

(閲覧者 の遵守事項)

第 6条 閲覧者は､次の各号に掲げ る事項 を遵守 しなけれ ばな ら

ないO

(1) 閲覧場所 には､カメラ､コピー機器等 を持 ち込まない こ と｡

(2) 閲覧場所 では､ 穿読､談話､飲食及び喫煙並び に他 の閲

覧者 の迷惑にな る行為 を しない こと〔つ

(3) 閲覧者は､収支報告書等 を室外 に持 ち出 し､又は滅失 し､

若 しくは汚損 してはな らない
(,1) 係 員 の指示 に従 うこと｡

(閲覧 の停止又は禁｣日

第 7条 議 長は､閲覧者 が規程 又は この要綱に遠反す る場 合及 び

特に必要 と認 めた ときは､その閲覧を停 止させ ､又は閲覧 を禁

止す る ことがで きる｡

附 則

この要綱 は､平成 ト豊年 6月 3 日か ら施行す るO

附 則 (平成 20年 12月 (議会 予定))

この要綱 は､平成 21年 4月 1 日か ら施行す るO
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業 務 委 託 見 積 書

様

平成 年 月 日

住所

氏名

業務委託について下記のとおり見積します｡

記

1 業務委託の名称

2 委 託 料

3 委託期間 (納期) 平成 年 月 日～ 平成 年 月 日

4 業務委託の郎 勺

5 業務委託のカ法及び内容

6 業務委託の成果物
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政 務 調 査 活 動 記 録 簿

(ロ 会派 .口 個人 ) 議員名 印

月日 活 動 内 容 等 調査先等 発着地 場 所移動距離 旅費療 (円) 備考 費目自家用車(29円/km)高速道路,駐車場利用 公共交通手間 総旅費額

※1 政務調査活動に伴う経費とそれ以外の活動に伴う経費との按分が必要な場合は､按分計算後の額を記載すること ★費目 調査研究費は｢調｣

※2 県外へ出張した場合又は県内で宿泊した場合は､別紙｢旅費計算書｣を添付すること 研修費は｢研｣

※3 領収書等は裏面に貼付すること 広報費は｢広｣と記載



政務調査活動記録簿兼旅費計算書

議員名 印

調査期間

調査先等

場 所

活動内容等

活動に要した経 費 利用区間 自家用車(29円/km) 鉄道賃等 航空賃 金額(円)

宿 泊 料

宿泊諸費 ~

旅行雑費

そ の 他

合 計

巨 清 考

※活動内容等について､スペースが足りない場合は､別途報告資料を添付してください｡

※記載する必要がある場合(県外へ出張した場合又は県内で宿泊した場合)
※領収書等は裏面に貼付すること0
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平成 年度 政務調査費出納簿
会派名

整理番号 月日 項 目 摘 要 収入金額 支出金額 差引残高

1調査研究費 2研修費 3会議費 4資料作成費 5資料購入費 6広報費 フ事務費 8人件費
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平成 年度 政務調査費出納簿
議員名

整理番号 月日 項目 摘 要 収入金額 支出金額 差引残高

I

1調査研究費 2研修費 3会議費 4資料作成費 5資料購入費 6広報費 7事務所費 8事預費 9人件費
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(おもて)

年度区分 整 理番 号
平成 年度



(うら)

年度区分 整理番 号
平成 年度 会派名

領収書等貼付(重ならないようにすることO按分率その他必要な事項を伝票の余白に補記することo)
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(おもて)

年度区分 整 理番号
平成 年 度

政務調査費支出伝票(議員用)
金 円 l 支出年月日 l 平成 年 月 日
1調査研究費 2研修費 3会議費 4資料作成費 5資料購入費 6広報費 7事務所費 8事務費 9人件費

弓領収書等貼付(重ならないようにすること0校分率その他必要な事項を伝票の余白に補記することO)
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(うら)

年度区分整 理番号
平成 年度 議員名

廃 収書等貼付(重ならないようにすることO按分率その他必要な事項を伝票の余白に補記することo)
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